
書式第 12号 (法第28条関係)

令 和 4年 度 事 業 報 告 書

蜘聾饉 型□腫△塑仁量生

1 事業の成果

特定非営利活動法人ウィーログ第 1期は、法人設立日の令和 5年 3月 9日 から同月末までと事業期間が
短かつたため、設立後各種手続きや日座開設等の翌年度の本格的な事業実施に向けた準備を進める中、以
下の通り各事業を実施しました。.

・バリアフリーに関する情報発信事業
特に行った事業の成果はありませんが、本事業のツールとなるパリアフリーマップWh∞ Iメ昭!

る一般社団法人 WheeLogと 、同システムを活用するための契約締結に向けての検討を行いまし
を保有す
た。

・バリアフリーに関する調査研究事業
翌年度5月 末にフィンランドのヘルシンキで開催されるMyData Co」b“n∞への参加に向けた主催団

体との打ち合わせを実施しました。MyDataでは、個人を中心にパーソナルデータを活用及び共有するパ

ラダイムヘと社会をシフトさせることを目指す研究・普及活動をしており、まさにユーザー投稿型のシス
テムであるWheIЮg!の活動を世界に広める足掛かりになると考えています。

・バリアフリーに関する研修教育事業
本事業のテキストとなる資料の準備や、翌年度に実施予定の街歩きイベント等の時期やエリア等の検討

を行いました。

・バリアフリーに関する普及啓発事業
パリアフリーに関する講演やイベント登壇及び取材依頼等がなかったため、特に行った事業の成果はあ

りません。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【94,4301円 )

疋歌 に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数 ξ摯暑

範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(円 )

パリアフリ'―

に関する情報
発信事業

翌年度に事業を実施するための

増鷺凝ぁ澱賭諺饉海爵
0

バ リアフリー
に関する調査
研究事業

基幾こ属だ高下電績畠投3畢踏3月 東京 7名

障害者や
高齢者な
どの移動
困難者

20Ю 万人 20,000

バリアフリヽ一
に
斃撃蒙

街歩きイベントや企業研修等で

活用する資料作成及び次年度の

計画策定

3月 東京 7名 500人 74,430

バリアフリー
に
悪墓撃糞及

0

讐露葉

電奪聾



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和4年度 活動計算書

事 業 報 告 用
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印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費

諸謝金
印刷製本費

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
租税公課
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受取利息
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(1)人仔ロ
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
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]FttTI¬匡¬
固疋資産死却益
過年度損益修正益

固定資産死却頂

災害損失
渦年慮椙春儘下組



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和4年度 貸借対照表

事 業 報 告 用
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6 28

令和4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ウィーログ

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年12月 12日 最終改正 NЮ法人会計基準協議会)

によつています。

(1)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

3 役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

科 目
パリアフリーに関
する情報発信事業

パリアフリーに関
する調査研究事業

パリアフリーに関
する研修教育事業
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する普及啓発事業 事業部門計 管理部門 合計
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44,529
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20,000 74,430 ｎ

Ｖ 94,430 10,092 104,522

△ 20,000 △ 74,430 ｎ

Ｖ △ 94,430 △  10,092 △ 104,522

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.事業収益
4。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費

諸謝金

印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
租税公課
その他経費計

経常費用計
当期経常増減額

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員との
取引

内、近親者及
び支配法人 と

の取引

50,000 ｎ

〉 50,000

50,000 ｎ

Ｖ 50,000活動計算書計

(活動計算書)

諸謝金



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和4年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活腱法人ウィーログ
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (■事拿年度において役員であつたことがある全員0氏名及び住瞬又は■所菫
びにこれらの者について0■事業年度における●目の有無を●●した名簿)

特定非営利活動法人ウィーログ

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

●以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

0各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1 〇 薔
オダ ユリコ 令和 5年 3月 9日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日織田 友理子

2 ○ 監事

イヌイ モ トフサ 令和 5年 3月 9日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日乾 元英

3 (曇)・
監事

フジイ ミツシロ 令和 5年 3月 9日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日藤井 光城

4 Cン監事
マキノ ナ リマサ

令和 5年 3月 9日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日牧野 成将

5

`轡

≧・監事
ー

マチ アセイ 令和 5年 3月 9日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日町 亜聖

6
⌒

理事鮭リ
ウチノ マサト 令和 5年 3月 9日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日午内野 真人

7 理事・監事

年  月 日

日年 月

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年 月

9 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

10 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年  月 日

日年 月



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立・ 事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人ウィーログ

氏   名

1
繊田 友理子

2 繊田 洋一

3 乾 元英

4 古屋 裕美

5 古屋 照夫

6 松下 雄―

7 吉口 雄―

8 藤井 未来

9 井出 里美

10 根本 ありさ

11 野崎 圭―郎

12 二 佳代

13 杉山 葵

14 荒井 雅代

15 安口 恭子

16 岩城 ―典

17 金井 節子


